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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ拡大成長株ファンド」は、
このたび、第₁₈期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4716>

ダイワ拡大成長株ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約₁₀年 ₂ カ月間（₂₀₀₆年 ₁ 月₂₆日～₂₀₁₆年 ₃ 月₁₀日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないま
す。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予
定を含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①主として、わが国の金融商品取引所上場
株式の中から、経営資源の増強状況等の企
業の拡大戦略に着目し、今後の業績拡大が
期待される企業に投資することにより信託
財産の成長をめざします。
②定量分析と定性分析に基づき、企業戦略
の有効性等を判断し銘柄を選定します。
③各業態の動向や、個別銘柄の流動性等に
も着目しポートフォリオを構築します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財
産の純資産総額の₈₀％程度以上とします。
⑤現物株式への投資を基本としますが、市
況動向、資産規模等によっては、わが国の
株価指数先物取引等を利用することがあり
ます。
⑥株式以外の資産への投資は、原則として、
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配
金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合には、分配を行なわないことが
あります。
各計算期末における収益分配前の基準価
額（ ₁ 万口当り。）が₁₀, ₀₀₀円超の場合、
₁₀, ₀₀₀円を超える額（₁₀円未満の場合は切
捨て）をめどに分配金額を決定します。な
お、計算期末に向けて基準価額が大きく上
昇した場合など基準価額の動向等によって
は、実際の分配額がこれと異なる場合があ
ります。



ダイワ拡大成長株ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₄期末（₂₀₁₃年 ₃ 月₁₁日） ₆, ₆₁₃ ₀ ₄₄. ₂ ₁, ₀₃₉. ₉₈ ₄₁. ₀ ₉₈. ₁ ― ₈, ₃₅₂
₁₅期末（₂₀₁₃年 ₉ 月₁₀日） ₇, ₈₁₇ ₀ ₁₈. ₂ ₁, ₁₉₀. ₂₂ ₁₄. ₄ ₉₈. ₇ ― ₉, ₄₆₇
₁₆期末（₂₀₁₄年 ₃ 月₁₀日） ₈, ₉₆₄ ₀ ₁₄. ₇ ₁, ₂₂₇. ₆₁ ₃. ₁ ₉₇. ₅ ― ₉, ₉₇₄
₁₇期末（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₀日） ₉, ₇₈₅ ₀ ₉. ₂ ₁, ₃₀₆. ₇₉ ₆. ₄ ₉₈. ₃ ― ₁₀, ₁₉₉
₁₈期末（₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日） ₁₀, ₀₄₈ ₃₅₀ ₆. ₃ ₁, ₅₂₄. ₇₅ ₁₆. ₇ ₉₇. ₉ ― ₉, ₀₇₄

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

11, 000

10, 500

10, 000

9, 500

9, 000

8, 500

8, 000

（円）
300

250

200

150

100

50

0

（億円）

期　末
（2015. 3. 10）

期　首
（2014. 9. 10）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）
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ダイワ拡大成長株ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₉, ₇₈₅円　期末：₁₀, ₀₄₈円（分配金₃₅₀円）　騰落率：₆. ₃％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年₁₀月に一時大きく調整したものの、その後日銀の追加金融緩和などもあり急速に反転上昇したこ
とにより、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、
国内政治不安などが重なり下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管
理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂
月以降は、原油価格急落によるロシア経済悪化懸念やギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などから下落する局面も
ありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定や日米景気の着実な回復、良好な株式需給関係などを
受けて、株価は期末にかけて上昇しました。

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₉ 月₁₀日 ₉, ₇₈₅ ― ₁, ₃₀₆. ₇₉ ― ₉₈. ₃ ―

₉ 月末 ₁₀, ₀₁₃ ₂. ₃ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁. ₅ ₉₈. ₉ ―
₁₀月末 ₉, ₇₅₄ △ ₀. ₃ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₂. ₁ ₉₈. ₃ ―
₁₁月末 ₁₀, ₂₂₆ ₄. ₅ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₇. ₉ ₉₈. ₁ ―
₁₂月末 ₁₀, ₂₄₂ ₄. ₇ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₇. ₇ ₉₈. ₅ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₁₇₈ ₄. ₀ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₈. ₃ ₉₇. ₉ ―
₂ 月末 ₁₀, ₄₂₉ ₆. ₆ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₁₆. ₆ ₉₉. ₁ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日 ₁₀, ₃₉₈ ₆. ₃ ₁, ₅₂₄. ₇₅ ₁₆. ₇ ₉₇. ₉ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ拡大成長株ファンド

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
基本的には現状程度の組入比率の維持を想定しておりますが、信用リスク不安などから株価の調整が想定される場合

などには、一時的に組入比率を引下げることも検討します。
〈ポートフォリオ〉
（₁）業種構成

中長期的な成長が見込める銘柄や業績の回復が期待される銘柄中心のポートフォリオを継続する方針です。ま
た、国内外の経済指標や為替の動向などを注視しつつ、電気機器や建設業、テーマ性のある銘柄が豊富なサービス
業、情報・通信業などに注目していく方針です。

（₂）個別銘柄
経営資源の増強等の企業の拡大戦略に着目し、今後の業績拡大が期待できる銘柄に投資を行なってまいります。

銘柄については、公共投資の増加などの政策を背景に業績拡大が見込まれる銘柄、新興国のインフラ投資や消費需
要を取り込める銘柄、東京五輪による恩恵を受ける銘柄、リニアモーターカー、新成長戦略、バイオ、Ｇ空間など
テーマ性のある銘柄などに注目していく方針です。

◆ポートフォリオについて
・株式組入比率は、期を通して₉₆～₉₉％程度で推移させ、期末では₉₇. ₉％としました。
・業種構成は、円安や原油安により業績改善が期待される化学、堅調な国内株式市況を背景に好業績が期待される証券、商

品先物取引業などの比率を引上げました。一方、原油価格、鉄鉱石価格の下落が来期業績にマイナスの影響を与える卸売
業、好業績が株価に織り込まれて上値が重くなった建設業の比率を引下げました。

・個別銘柄では、業績見通しや株価指標などを総合的に勘案してトヨタ自動車、ソニー、ＦＰＧなどの組入比率を引上げま
した。一方、来期業績の鈍化が懸念されたセイコーエプソン、株価が大幅に上昇したアオイ電子、原油安をネガティブ視
して三菱商事などを売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₁₆. ₇％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₆. ₃％となりました。ＴＯＰＩＸ

の騰落率を上回った医薬品をアンダーウエートとしていたことや、ＴＯＰＩＸの騰落率を下回った情報・通信業をオーバー
ウエートとしていたことなどがマイナス要因となりました。個別銘柄では、ＦＰＧ、オンコセラピー・サイエンス、ノジマ
などがプラスに寄与しましたが、ブロッコリー、田淵電機、ジェコスなどがマイナス要因となりました。

（％）
20. 0

15. 0

10. 0

5. 0

0. 0
当　期

（2014. 9. 10～2015. 3. 10）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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ダイワ拡大成長株ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₃₅₀円といたしました。
■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日
～₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₃₅₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₃. ₃₇
当 期 の 収 益 （円） ₅₁
当 期 の 収 益 以 外 （円） ₂₉₈

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₁₅₆
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₅₁. ₄₂円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀. ₀₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₅. ₁₁
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₄₄₉. ₅₈
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₅₀₆. ₁₁
（ｆ）分 配 金 ₃₅₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₁₅₆. ₁₁
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　株式組入比率については、基本的には現状程度の組入比率の維持を想定しておりますが、信用リスク不安などから株価の調
整が想定される場合などには、一時的に組入比率を引下げることも検討します。業種構成としては、引続き、中長期的な成長
が見込める銘柄や業績の回復が期待される銘柄中心のポートフォリオを継続する方針です。また、個別銘柄では、円安・原油
安がメリットになる銘柄や自動車の電装化・安全対策、マイナンバー制度に関連する銘柄などテーマ性のある銘柄に注目して
まいります。

4



ダイワ拡大成長株ファンド

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₂₃, ₅₉₄, ₇₄₂千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₉, ₇₇₅, ₆₁₅千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₂. ₄₁ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₁₃, ₅₄₂. ₃ ₁₀, ₉₀₈, ₈₉₈ ₁₅, ₄₃₄. ₄ ₁₂, ₆₈₅, ₈₄₄ 
（ ₃₂₂. ₅） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ソニー ₄₃  ₁₀₉, ₂₄₀  ₂, ₅₄₀  ブロッコリー ₁₆₉  ₁₄₇, ₂₆₀  ₈₇₁ 
ブロッコリー ₇₉  ₁₀₄, ₉₇₇  ₁, ₃₂₈ セイコーエプソン ₂₆  ₁₃₄, ₅₉₂  ₅, ₁₇₆ 
オンコセラピー・サイエンス ₂₉₀  ₉₄, ₆₃₃  ₃₂₆  オンコセラピー・サイエンス ₂₉₀  ₁₃₃, ₁₈₅  ₄₅₉ 
ＳＨＩＦＴ ₁₂. ₃  ₈₂, ₅₈₂  ₆, ₇₁₄  マツダ ₄₆  ₁₁₅, ₅₇₃  ₂, ₅₁₂ 
関東電化 ₁₄₀  ₇₅, ₀₉₆  ₅₃₆  ミネベア ₇₄  ₁₁₂, ₁₂₂  ₁, ₅₁₅ 
三井不動産 ₂₃  ₇₅, ₀₄₉  ₃, ₂₆₃  三菱商事 ₄₈  ₁₀₄, ₈₅₆  ₂, ₁₈₄ 
ソフトバンク ₁₀ ₇₂, ₄₈₄  ₇, ₂₄₈  マーベラス ₅₇  ₁₀₄, ₂₃₉  ₁, ₈₂₈ 
日本航空 ₂₁  ₇₂, ₁₁₃  ₃, ₄₃₃  三井住友フィナンシャル G ₂₂  ₈₉, ₇₄₉  ₄, ₀₇₉ 
ＫＬａｂ ₄₈  ₇₀, ₂₇₀  ₁, ₄₆₃  富士重工業 ₂₄  ₈₇, ₉₃₈  ₃, ₆₆₄ 
東ソー ₁₂₀  ₆₉, ₉₆₆  ₅₈₃  レオパレス ₂ ₁ ₁₃₅  ₈₅, ₈₁₇  ₆₃₅ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₉. ₁₁～₂₀₁₅. ₃. ₁₀）
金　額 比　率

信託報酬  ₈₁円 ₀. ₈₁₄％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₉, ₉₄₆円です。

（投信会社）  （₃₉）  （₀. ₃₉₄） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₃₉）  （₀. ₃₉₄） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₂₇   ₀. ₂₇₅  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₂₇）  （₀. ₂₇₅） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₀₉   ₁. ₀₉₁  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。
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ダイワ拡大成長株ファンド

（2） 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₁₅₀
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₁₀, ₉₀₈ ₂, ₂₁₇ ₂₀. ₃ ₁₂, ₆₈₅ ₂, ₆₁₆ ₂₀. ₆ 

コール・ローン ₁₉, ₉₃₂ ― ― ― ― ― 

（₃） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₂₆, ₇₇₀千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₈, ₀₂₀千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₃₀. ₀％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第₁項に規定される利
害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証券、
大和証券です。

■組入資産明細表
国 内 株 式

（上場株式）

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

建設業（1． 7％）
安藤・間 ₁₀₅ ― ―
ビーアールホールディングス ₅₆ ₁₁₇ ₄₂, ₃₅₄
佐藤渡辺 ₁₅₅ ― ―
松井建設 ― ₅₀ ₃₅, ₃₅₀
不動テトラ ― ₁₂₀ ₂₈, ₆₈₀
西松建設 ₁₄₀ ― ―
東鉄工業 ₈. ₈ ― ―
戸田建設 ₈₅ ― ―
熊谷組 ₁₅₀ ― ―
北野建設 ― ₁₂₀ ₄₃, ₃₂₀
ライト工業 ₅₈ ― ―
明星工業 ― ₅ ₃, ₁₇₅
高橋カーテンウォール ― ₁. ₄ ₁, ₀₃₄
新興プランテック ₃₅ ― ―

食料品（2． 5％）
森永製菓 ― ₁₈₀ ₆₈, ₅₈₀
亀田製菓 ― ₀. ₂ ₉₈₁
明治ホールディングス ― ₅. ₅ ₈₀, ₃₀₀
日本ハム ₁₈ ― ―
Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₃₇ ₁₅. ₂ ₃₂, ₀₄₁
ケンコーマヨネーズ ― ₂₅. ₈ ₄₂, ₆₉₉

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
繊維製品（0． 6％）

富士紡ホールディングス ₁₃₀ ― ―
帝国繊維 ₃₃ ― ―
東レ ― ₅₀ ₅₀, ₆₂₅

化学（11． 7％）
健康コーポレーション ― ₄₆ ₆₄, ₄₀₀
共和レザー ₆₂. ₈ ― ―
東ソー ― ₉₅ ₅₅, ₁₀₀
ダイソー ― ₁₁₇ ₄₈, ₄₃₈
関東電化 ― ₉₅ ₇₆, ₆₆₅
東邦アセチレン ― ₂₃₆ ₄₅, ₅₄₈
戸田工業 ₁₄₀ ₉₀ ₄₄, ₆₄₀
東京応化工業 ― ₁₅ ₆₃, ₉₀₀
大倉工業 ₃ ― ―
積水化成品 ― ₁₀₈ ₄₈, ₇₀₈
タイガース ポリマー ₉₅ ₉₀ ₇₆, ₄₁₀
ダイキョーニシカワ ― ₁₀. ₂ ₃₅, ₂₉₂
ポバール興業 ₅. ₁ ― ―
ダイトーケミックス ₁₁₉ ₁₀₇ ₂₆, ₄₂₉
扶桑化学工業 ₁₀. ₄ ― ―
第一工業製薬 ₁₀₁ ― ―
中国塗料 ― ₄₀ ₄₀, ₅₆₀
太陽ホールディングス ― ₁₁ ₄₅, ₉₂₅

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
富士フイルム HLDGS ― ₁₂ ₄₈, ₁₆₈
荒川化学工業 ₄₃ ₃₂. ₈ ₄₂, ₂₄₆
メック ₄₃ ― ―
ＪＣＵ ₄. ₇ ― ―
有沢製作所 ₈₇ ₇₇ ₈₆, ₂₄₀
日東電工 ― ₈ ₆₀, ₀₈₈
三光合成 ― ₈₀ ₃₄, ₄₀₀
天馬 ― ₂₄. ₃ ₄₃, ₅₄₅
パーカーコーポレーション ₁₀₀ ₉₆ ₄₉, ₃₄₄

医薬品（1． 7％）
科研製薬 ― ₁₇ ₆₀, ₂₆₅
小野薬品 ₅ ₄ ₅₅, ₂₀₀
ＪＣＲファーマ ₅. ₆ ₁₃ ₃₂, ₀₉₇
そーせいグループ ₁₀ ― ―
ナノキャリア ₃₆ ― ―
カイオム・バイオサイエンス ₂₀ ― ―
ペプチドリーム ₃ ― ―

ゴム製品（2． 5％）
東洋ゴム ₄₄ ₃₂ ₈₈, ₆₄₀
ブリヂストン ₁₅ ₁₉ ₈₉, ₈₃₂
フコク ₄₇. ₂ ― ―
櫻護謨 ₃ ― ―
三ツ星ベルト ― ₄₇ ₄₅, ₇₃₁
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ダイワ拡大成長株ファンド

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ガラス・土石製品（―）

ヤマックス ₅₈ ― ―
ジャパンパイル ₄₇. ₁ ― ―
日本碍子 ₂₅ ― ―

鉄鋼（0． ₃％）
中部鋼鈑 ₅₂. ₈ ― ―
新報国製鉄 ₂ ₄₁. ₁ ₂₈, ₆₀₅

非鉄金属（1． 5％）
住友鉱山 ₃₃ ₂₇ ₄₉, ₅₀₄
ＦＣＭ ― ₉ ₃₆, ₀₀₀
カナレ電気 ― ₂₁ ₅₁, ₅₁₃

金属製品（0． 8％）
エスイー ₃₀ ― ―
ＪＦＥコンテイナー ₆₉ ― ―
川岸工業 ₉ ― ―
アルインコ ₈ ― ―
兼房 ― ₅₀ ₅₂, ₉₅₀
オーネックス ― ₇₂ ₁₃, ₉₆₈
アドバネクス ₁₉₂ ― ―
立川ブラインド ₆₅ ― ―

機械（8． 5％）
ツガミ ― ₇₅ ₅₆, ₄₇₅
牧野フライス ― ₅₅ ₅₅, ₃₃₀
小池酸素 ― ₁₀₇ ₃₉, ₉₁₁
DMG 森精機 ― ₃₁. ₉ ₅₈, ₈₂₃
日特エンジニアリング ₃₀ ― ―
ディスコ ― ₆ ₆₇, ₂₆₀
日進工具 ― ₁₆. ₈ ₃₁, ₁₁₃
やまびこ ― ₁₂ ₆₆, ₀₀₀
ペガサスミシン製造 ₁₀₆. ₅ ― ―
ホソカワミクロン ₅₇ ― ―
日精樹脂工業 ― ₅₀ ₆₉, ₁₀₀
鉱研工業 ₈₀ ₃₈ ₄₉, ₅₁₄
ハーモニック・ドライブ・シス ₁₅ ₃₀ ₆₄, ₄₇₀
三菱化工機 ₁₁₀ ― ―
タカトリ ₈₀ ― ―
渋谷工業 ₁₅ ― ―
日本コンベヤ ₁₅₀ ― ―
木村化工機 ₁₁. ₅ ― ―
加地テック ₇₀ ― ―
タダノ ₃₀ ₃₃ ₅₁, ₉₄₂
キトー ₁₆ ― ―
日本金銭機械 ₂₅ ― ―
竹内製作所 ₁₂ ₁₁ ₅₅, ₅₅₀
ＪＵＫＩ ₂₀₀ ₂₀₀ ₉₀, ₂₀₀
サンデン ₅₀ ― ―
日本トムソン ₈ ― ―

電気機器（15． ₃％）
ブラザー工業 ₃₀ ― ―
ミネベア ₉₀ ₃₅ ₆₄, ₂₉₅
シンフォニア テクノロジー ― ₁₀₀ ₂₁, ₄₀₀
三相電機 ₁₀₀ ₁₀₀ ₄₂, ₄₀₀
田淵電機 ₄₉ ― ―
ＳＥＭＩＴＥＣ ₃₀ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ＪＶＣケンウッド ― ₁₂₁. ₈ ₄₇, ₁₃₆
寺崎電気産業 ― ₃₂ ₄₄, ₂₂₄
戸上電機 ₈₆ ₉₆ ₅₄, ₅₂₈
ユビテック ₄₆ ― ―
アドテックプラズマテクノ ― ₆. ₈ ₈, ₁₀₅
富士通 ― ₇₀ ₅₄, ₂₂₉
沖電気 ― ₁₉₀ ₅₀, ₃₅₀
明星電気 ― ₃₂₀ ₄₅, ₄₄₀
ルネサスエレクトロニクス ₆₅ ― ―
セイコーエプソン ₂₆ ― ―
能美防災 ― ₂₅ ₃₄, ₅₀₀
富士通ゼネラル ₃₆ ― ―
ソニー ― ₄₃ ₁₃₉, ₅₃₅
タムラ製作所 ₁₀₀ ― ―
アルプス電気 ₃₀ ₃₇ ₁₀₅, ₈₂₀
ローランド ディー . ジー . ₆ ― ―
ＳＭＫ ― ₉₀ ₄₅, ₂₇₀
ヨコオ ― ₂. ₈ ₁, ₈₇₆
大井電気 ― ₂₈ ₈, ₉₃₂
本多通信工業 ― ₂₅. ₄ ₃₅, ₂₅₅
アオイ電子 ₂₉ ₁₂. ₉ ₆₆, ₅₆₄
京写 ― ₉₀ ₄₈, ₀₆₀
パナソニックデバイス ― ₄₉. ₃ ₄₁, ₅₁₀
キーエンス ― ₀. ₉ ₅₄, ₃₃₃
長野日本無線 ₁₃₀ ― ―
キョウデン ₂₁₈. ₉ ― ―
イリソ電子工業 ― ₅. ₅ ₄₄, ₁₁₀
ヘリオステクノＨ ― ₁₀₂ ₄₉, ₀₆₂
エノモト ― ₇₉ ₃₆, ₄₉₈
山一電機 ₁₄₀ ₇₆ ₆₆, ₅₀₀
富士通フロンテック ₂₇. ₆ ₁₂. ₅ ₁₇, ₃₈₇
カシオ ₃₈ ₃₂ ₆₄, ₉₉₂
芝浦電子 ₁₄. ₇ ― ―
日本シイエムケイ ₃₀ ― ―
エルナー ₁₀₀ ― ―
日本インター ₁₅₃. ₈ ― ―
村田製作所 ₇ ₄ ₆₃, ₅₈₀
SCREEN ホールディングス ₈₀ ― ―
MUTOH ホールディングス ₆₀ ― ―

輸送用機器（5． ₉％）
日産自動車 ― ₄₅ ₅₆, ₂₅₀
トヨタ自動車 ₃₀ ₂₄ ₁₉₆, ₂₇₂
日野自動車 ― ₂₆ ₄₇, ₈₉₂
三菱自動車工業 ₃₉. ₃ ― ―
ＮＯＫ ₁₃ ₁₃ ₄₅, ₃₀₅
河西工業 ₄₀ ― ―
マツダ ₃₇ ― ―
スズキ ₁₉ ― ―
富士重工業 ₂₉ ₁₂ ₄₈, ₈₁₆
ヤマハ発動機 ― ₂₅ ₇₅, ₃₇₅
シマノ ₄ ₃ ₅₆, ₉₇₀

精密機器（2． 6％）
シグマ光機 ₃₀ ― ―
オーバル ₁₈₀ ₁₁₀ ₃₅, ₄₂₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
トプコン ₃₈ ₂₈ ₆₆, ₃₈₈
オリンパス ₁₃ ― ―
ＨＯＹＡ ― ₁₄ ₆₉, ₇₈₃
朝日インテック ― ₈. ₂ ₆₁, ₈₂₈
ジャパン・ティッシュ・エンシ ₃₀. ₅ ― ―

その他製品（―）
バンダイナムコ HLDGS ₂₆ ― ―
図書印刷 ₈₀ ― ―
任天堂 ₄ ― ―

電気・ガス業（―）
ファーストエスコ ₁₀ ― ―

陸運業（1． 2％）
鴻池運輸 ₂₃ ― ―
センコー ― ₆₀ ₄₄, ₅₈₀
トナミホールディングス ― ₁₃₈ ₆₅, ₂₇₄

海運業（1． 6％）
商船三井 ― ₁₂₀ ₅₁, ₉₆₀
川崎汽船 ― ₁₆₀ ₅₄, ₂₄₀
東栄リーファーライン ― ₇₈. ₆ ₃₉, ₃₇₈

空運業（1． 1％）
日本航空 ― ₁₆ ₅₉, ₄₄₀
スターフライヤー ― ₁₇. ₆ ₃₉, ₇₄₀

倉庫・運輸関連業（0． 4％）
日本コンセプト ― ₁₆ ₃₇, ₀₀₈

情報・通信業（11． 5％）
クロスキャット ― ₇₈. ₁ ₃₇, ₆₄₄
ソフトフロント ₅₀ ― ―
エヌアイデイ ― ₁₄. ₇ ₃₇, ₀₇₃
ソリトンシステムズ ₅₂ ₃₃ ₃₄, ₆₅₀
コーエーテクモＨＤ ₃₅ ― ―
三菱総合研究所 ₂₂. ₃ ― ―
ファインデックス ₉ ― ―
エイチーム ― ₉. ₅ ₄₈, ₈₃₀
コロプラ ₁₈ ― ―
オルトプラス ― ₂₅ ₂₃, ₃₂₅
ブイキューブ ― ₂₀ ₂₆, ₇₂₀
VOYAGE GROUP ₁₄ ― ―
ロックオン ₀. ₅ ― ―
リアルワールド ₀. ₆ ― ―
情報企画 ― ₁₅. ₅ ₂₁, ₆₅₃
コムシード ― ₃₆. ₉ ₃₇, ₈₅₉
豆蔵ホールディングス ₈₅ ― ―
ケイブ ― ₁₅. ₄ ₃₄, ₄₉₆
GMO ペイメントゲートウェイ ₁₂ ― ―
インターネットイニシアティブ ― ₁₉. ₇ ₄₉, ₀₁₃
エヌ・デーソフトウェア ― ₁₈. ₄ ₅₀, ₀₂₉
ＵＬＳグループ ― ₃₄ ₃₇, ₇₄₀
ビーエスピー ₁₉ ― ―
アバント ₂₀ ― ―
アイル ₁₃ ₃. ₁ ₄, ₉₀₇
ラック ₇₄ ― ―
クラウドワークス ― ₂₃ ₂₉, ₆₀₁
ソルクシーズ ₁₁₃. ₂ ₈₀ ₄₂, ₅₆₀
インテージホールディングス ― ₂₀ ₃₉, ₇₈₀
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（上場予定株式）

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
情報・通信業（0． 0％）
　コラボス ― ₀. ₂  ₇₂₄ 
　エムケイシステム ― ₀. ₅  ₁, ₇₅₀ 

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ― ₀. ₇  ₂, ₄₇₄ 

銘柄数＜比率＞ ― ₂銘柄  ＜₀. ₀％＞ 

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ユークス ― ₅₁. ₁ ₃₄, ₇₄₈
インフォコム ― ₃₉. ₃ ₃₆, ₂₃₄
アイサンテクノロジー ₃₇ ₁₈. ₂ ₃₉, ₄₀₃
クレスコ ₅₂. ₄ ₃₄ ₆₅, ₅₁₈
ジャストシステム ₃₀ ― ―
インフォメーションディベロ ₅₃ ― ―
ＷＯＷＯＷ ― ₆. ₈ ₄₅, ₂₂₀
フュージョンパートナー ― ₅₆. ₂ ₄₈, ₄₄₄
インテリジェント ウェイブ ₁₅₅ ― ―
アクモス ― ₁₃₀ ₂₈, ₂₁₀
マーベラス ₅₄ ― ―
ワイヤレスゲート ₇ ― ―
日本電信電話 ₁₀ ― ―
スクウェア・エニックス・HD ₃₇ ₁₄ ₃₂, ₆₃₄
アイ・エス・ビー ₄₆ ― ―
ジャステック ₄₀ ₄₅. ₁ ₄₁, ₄₉₂
日本システムウエア ₈₃. ₈ ₆₄. ₆ ₅₆, ₂₀₂
ジヤパンシステム ₇₀ ― ―
コナミ ― ₁₆ ₃₆, ₃₈₄

卸売業（5． 4％）
イメージワン ₆₉ ― ―
あい ホールディングス ₂₆ ₂₁ ₄₇, ₁₂₄
フーマイスターエレクトロニクス ₃₄. ₃ ― ―
大阪工機 ― ₃₅. ₇ ₅₀, ₆₉₄
テリロジー ₁₃₅ ― ―
スターティア ₁₀ ― ―
ネットワークバリューコンポ ― ₃. ₉ ₁₃, ₀₆₅
セフテック ₁₃₇ ₆₆ ₂₅, ₈₇₂
萩原電気 ₃₁. ₇ ― ―
岡谷鋼機 ₁ ₃. ₆ ₂₇, ₀₃₆
日本ライフライン ― ₁. ₅ ₂, ₈₂₀
シークス ― ₂₃ ₆₇, ₉₄₂
オーハシテクニカ ₃₄ ₃₄ ₅₂, ₁₂₂
三井物産 ₃₀ ― ―
スターゼン ― ₉₃ ₃₈, ₁₃₀
三菱商事 ₄₈ ― ―
第一実業 ₇₆ ― ―
三谷商事 ₁₃. ₁ ― ―
フルサト工業 ― ₆. ₁ ₁₀, ₁₉₉
ニチモウ ― ₁₆₆ ₃₄, ₆₉₄
フオーバル ₃₀ ₃₀ ₄₈, ₅₁₀
丸紅建材リース ₂₁₀ ― ―
ストライダーズ ₃₀₀ ₄₀₀ ₃₃, ₆₀₀
イノテック ₇₇ ― ―
コンセック ₈₀ ― ―
ジェコス ₃₉. ₇ ― ―
ルネサスイーストン ₃₆ ₄₃ ₂₉, ₀₂₅

小売業（₃． ₃％）
ブロッコリー ₉₀ ― ―
クオール ― ₁₄ ₁₆, ₁₇₀
ＷＤＩ ― ₃₀ ₄₂, ₉₆₀
ミサワ ₂₁. ₄ ₅₀ ₄₄, ₀₀₀
ＢＥＥＮＯＳ ₃₆. ₈ ― ―
クスリのアオキ ― ₅ ₄₂, ₂₀₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ノジマ ― ₃₄ ₈₅, ₂₃₈
松屋 ― ₃₃ ₆₁, ₃₁₄
ユニーグループ・ＨＤ ₂₀ ― ―
ベルク ₁₂. ₉ ― ―
サックスバーホールディング ₂₀ ― ―

銀行業（2． 4％）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₂₇₀ ₂₃₀ ₁₇₃, ₈₅₇
三井住友フィナンシャル G ₂₂ ― ―
スルガ銀行 ― ₁₁ ₂₇, ₃₀₂
宮崎銀行 ― ₂₀ ₉, ₃₆₀

証券、商品先物取引業（₃． 0％）
ＦＰＧ ― ₂₈ ₉₉, ₉₆₀
東海東京ＨＤ ― ₄₀ ₃₅, ₈₈₀
だいこう証券ビジ ₆₄. ₉ ₅₆ ₄₆, ₄₈₀
丸八証券 ― ₁₄₃ ₃₀, ₇₄₅
藍澤證券 ― ₈₃ ₅₃, ₃₆₉
マネースクウェア HD ₅₃ ― ―

保険業（1． 5％）
損保ジャパン興亜 HD ― ₁₅ ₅₇, ₁₈₇
東京海上ＨＤ ₂₀ ₁₇ ₇₂, ₅₉₀

その他金融業（1． 2％）
全国保証 ₁₉ ₂₃. ₉ ₁₀₂, ₈₈₉
芙蓉総合リース ₇. ₅ ― ―
ジャックス ₉₇ ― ―
オリックス ₄₀ ― ―

不動産業（2． 5％）
イントランス ― ₁₃₀ ₄₅, ₁₁₀
日本管理センター ₂₂ ― ―
サンセイランディック ₁₃. ₆ ― ―
ムゲンエステート ― ₂₇. ₄ ₅₂, ₆₃₅
住友不動産 ₁₀ ― ―
レオパレス ₂ ₁ ₉₀ ― ―
日神不動産 ₄₀. ₆ ― ―
シノケングループ ₂₆ ₃₃ ₄₀, ₄₉₁
アルデプロ ₂₂₀ ― ―
日本空港ビルデング ₁₆ ₁₄ ₈₅, ₁₂₀

サービス業（₉． 2％）
日本工営 ₃₀ ― ―
ネクスト ― ₃₈ ₃₅, ₆₀₆
インタースペース ₄₀ ― ―
トラスト・テック ₂₄ ― ―
エス・エム・エス ₁₀ ― ―
クックパッド ― ₁₂ ₆₀, ₀₀₀
スタジオアリス ― ₁₇. ₈ ₃₉, ₃₉₁
極楽湯 ― ₄₁. ₅ ₂₄, ₀₇₀
アルバイトタイムス ₁₄₅. ₉ ― ―
サイネックス ― ₁₂. ₄ ₂₄, ₄₂₈
キャリアデザインセンター ― ₄₆. ₃ ₄₇, ₃₁₈
エムスリー ₂₂. ₈ ₂₂. ₈ ₆₀, ₃₀₆
ウェルネット ― ₂₁ ₄₈, ₉₅₁
ワールドホールディングス ₅₆. ₃ ― ―
ユナイテッド ₃. ₈ ― ―
ＡＣＫグループ ₃₂ ― ―
EPS ホールディングス ₁₃. ₈ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
レッグス ― ₃₀. ₆ ₂₄, ₄₁₈
ドリームインキュベータ ₂₆ ₁₉. ₁ ₄₁, ₃₈₉
ケネディクス ₁₂₀ ₉₅ ₄₇, ₇₈₅
ブロードメディア ₂₆ ― ―
ダイオーズ ― ₅. ₈ ₅, ₂₇₈
サイバーエージェント ― ₁₀ ₆₂, ₄₀₀
クリーク・アンド・リバー社 ― ₅₆ ₃₈, ₄₇₂
フルキャストホールディングス ₁₁₀ ₉₀ ₅₀, ₆₇₀
ジャパンマテリアル ₂₀ ₃₀ ₄₈, ₆₀₀
ベクトル ₁₆. ₁ ― ―
ＩＢＪ ― ₂₀ ₁₉, ₇₂₀
地盤ネット HOLD ₃₃ ― ―
アメイズ ― ₅₀. ₄ ₃₇, ₅₉₈
Ｎ・フィールド ₁₁ ― ―
ライドオン・エクスプレス ₁₈. ₅ ― ―
東祥 ₁₉. ₁ ₁₀. ₂ ₂₉, ₆₅₁
協和コンサルタンツ ₈₄ ― ―
カナモト ₁₄ ― ―
西尾レントオール ₁₃ ― ―
乃村工藝社 ₅₄ ― ―
オオバ ₁₆₈. ₅ ₁₆₀ ₇₁, ₈₄₀
いであ ₃₀ ― ―

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₁₁, ₀₄₄. ₄ ₉, ₄₇₄. ₁ ₈, ₈₇₆, ₉₅₅

銘柄数＜比率＞ ₂₀₈銘柄 ₁₈₆銘柄 ＜₉₇. ₈％＞
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ダイワ拡大成長株ファンド

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₈, ₈₇₉, ₄₂₉ ₉₁. ₂ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₈₅₉, ₉₈₄ ₈. ₈ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₉, ₇₃₉, ₄₁₃ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₉， 7₃₉， 41₃， 524円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂₇₂, ₈₅₉, ₅₇₀  
株 式（評価額） ₈, ₈₇₉, ₄₂₉, ₃₀₀  
未 収 入 金 ₅₇₆, ₄₈₅, ₈₅₄  
未 収 配 当 金 ₁₀, ₆₃₈, ₈₀₀  

（Ｂ）負 債 665， 000， 8₉6  
未 払 金 ₂₀₇, ₅₆₃, ₇₀₁  
未 払 収 益 分 配 金 ₃₁₆, ₀₇₂, ₀₁₁  
未 払 解 約 金 ₆₁, ₅₅₉, ₇₇₃  
未 払 信 託 報 酬 ₇₉, ₅₄₃, ₈₄₂  
そ の 他 未 払 費 用 ₂₆₁, ₅₆₉  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₉， 074， 412， 628  
元 本 ₉, ₀₃₀, ₆₂₈, ₉₀₁  
次 期 繰 越 損 益 金 ₄₃, ₇₈₃, ₇₂₇  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 ₉， 0₃0， 628， ₉01口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10， 048円

＊ 期首における元本額は₁₀, ₄₂₃, ₉₇₂, ₉₆₆円、当期中における追加設定元本額は
₄₈, ₂₃₅, ₄₃₂円、同解約元本額は₁, ₄₄₁, ₅₇₉, ₄₉₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₀₄₈円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₉ 月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 5₃， 1₃7， 205円

受 取 配 当 金 ₅₃, ₀₈₄, ₇₅₅
受 取 利 息 ₄₉, ₈₅₄
そ の 他 収 益 金 ₂, ₅₉₆

（Ｂ）有価証券売買損益 580， 578， 282
売 買 益 ₁, ₈₇₃, ₃₀₄, ₃₁₉
売 買 損 △ ₁, ₂₉₂, ₇₂₆, ₀₃₇

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 7₉， 805， 411
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 55₃， ₉10， 076
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 11₉， 766， 6₃0
（Ｆ）追加信託差損益金 △ 74， 287， 708

（配 当 等 相 当 額）（ ₄, ₆₁₅, ₃₅₆）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₇₈, ₉₀₃, ₀₆₄）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） ₃5₉， 855， 7₃8
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ ₃16， 072， 011

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 4₃， 78₃， 727
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₇₄, ₂₈₇, ₇₀₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₄, ₆₁₅, ₃₅₆）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₇₈, ₉₀₃, ₀₆₄）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₃₆, ₃₇₀, ₇₈₀
繰 越 損 益 金 △ ₁₈, ₂₉₉, ₃₄₅

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₄₆, ₄₄₁, ₅₃₁円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₄, ₆₁₅, ₃₅₆
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₄₀₆, ₀₀₁, ₂₆₀
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₄₅₇, ₀₅₈, ₁₄₇
（ｆ）分 配 金 ₃₁₆, ₀₇₂, ₀₁₁
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₄₀, ₉₈₆, ₁₃₆
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₉, ₀₃₀, ₆₂₈, ₉₀₁口
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ダイワ拡大成長株ファンド

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 ₃50円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₃ 月₁₀日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₀, ₀₄₈円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. 315％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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